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公益財団法人熊本市上下水道サービス公社個人情報保護規程 

（平成２８年３月１６日規程第１４号） 

 

（目的） 

第１条 この規程は、公益財団法人熊本市上下水道サービス公社(以下「公社」という。)に

おける個人情報の適正な取扱いの確保に関し必要な事項を定めることにより、公社の適正

かつ円滑な運営を図りつつ、個人の権利利益を保護することを目的とする。 

（定義) 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 個人情報 個人に関する情報で、特定の個人が識別され、又は他の情報と照合するこ

とにより識別され得るものをいう。ただし、法人その他の団体(国及び地方公共団体を

除く。以下「法人等」という。)に関して記録された情報に含まれる当該法人等の役員

に関する情報を除く。 

(2) 法人文書 公社の職員（役員を含む。以下同じ。）が職務上作成し、又は取得した文

書、図画、写真、フィルム、磁気テープその他これらに類するもの(以下「文書等」と

いう。)で、当該公社の職員が組織的に用いるものとして、当該公社が保有しているも

のをいう。 

 （公社等の責務） 

第３条 公社は、この規程の目的を達成するため、個人情報の保護に関し必要な措置を講じ

なければなければならない。 

２ 公社の職員又は職員であった者は、職務上知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、

又は不当な目的に利用してはならない。 

(事務の登録等) 

第４条 公社は、個人情報を取り扱う事務を開始しようとするときは、あらかじめ、次に掲

げる事項を登録しなければならない。登録した事項を変更しようとするときも、同様とす

る。 

(1) 事務の名称及び目的 

(2) 事務を所掌する組織の名称 

(3) 個人情報の対象者の範囲 

(4) 個人情報の記録項目 

(5) 個人情報の収集方法 

(6) その他代表理事が定める事項 

２ 公社は、前項の規定による届出に係る個人情報を取り扱う事務を廃止したときは、遅滞

なく登録を抹消しなければならない。 

３ 公社は、第１項の規定による届出に係る事項を記載した登録簿を一般の閲覧に供しな
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ければならない。 

（収集の制限） 

第５条 公社は、個人情報を収集するときは、個人情報を取り扱う事務の目的を明確にし、

当該目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により収集しなければな

らない。 

２ 公社は、個人情報を収集するときは、本人から収集しなければならない。ただし、次の

各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。 

(1) 法令に定めがあるとき。 

(2) 本人の同意があるとき。 

(3) 出版、報道等により公にされているとき。 

(4) 個人の生命、身体又は財産の安全を守るため、緊急かつやむを得ないと認められると

き。 

(5) 所在不明、精神上の障害により事理を識別する能力を欠く状況にある等の事由によ

り、本人から収集することが困難であるとき。 

(6) 争訟、選考、指導、相談等の事務において、本人から収集したのでは当該事務の目的

を達することができないと認められるとき又は当該事務の適正な執行に支障が生ずる

と認められるとき。 

３ 公社は、思想、信条及び宗教に関する個人情報並びに社会的差別の原因となるおそれの

ある個人情報を収集してはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、こ

の限りでない。 

(1) 法令に定めがあるとき。 

(2) 個人情報を取り扱う事務の目的を達成するため、当該個人情報が必要不可欠である

と認められるとき。 

（利用及び提供の制限） 

第６条 公社は、個人情報を取り扱う事務の目的の範囲を超えて個人情報を利用(以下「目

的外利用」という。)し、又は公社以外のものに個人情報を提供(以下「外部提供」という。)

してはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。 

(1) 法令に定めがあるとき。 

(2) 本人の同意があるとき。 

(3) 出版、報道等により公にされているとき。 

(4) 個人の生命、身体又は財産の安全を守るため、緊急かつやむを得ないと認められると

き。 

(5) 国又は地方公共団体(以下「国等」という。)に提供する場合であって、当該個人情報

を利用することに相当の理由があり、かつ、本人の権利利益を不当に侵害するおそれが

ないと認められるとき。 

（提供先に対する制限等） 
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第７条 公社は、外部提供をする場合において、必要があると認めるときは、個人情報の提

供を受けるものに対し、当該個人情報の使用目的若しくは使用方法の制限その他必要な制

限を付し、又はその適切な取扱いについて必要な措置を講ずるよう求めることができるも

のとする。 

（電子計算機結合による提供の制限） 

第８条 公社は、事務の執行上必要かつ適切と認められ、提供先において安全確保の措置が

講じられている場合を除き、公社以外のものとの通信回線での電子計算機の結合による個

人情報の外部提供(公社の保有する個人情報を公社以外のものが随時入手し得る状態にす

るものに限る。)を行ってはならない。 

 (個人情報の適正管理) 

第９条 公社は、個人情報を取り扱う事務の目的を達成するために必要な範囲内で、個人情

報を正確かつ最新の状態に保つよう努めなければならない。 

２ 公社は、個人情報の漏えい、滅失、改ざん及びき損の防止その他の個人情報の適正な管

理のために必要な措置を講ずるとともに、個人情報の保護に関する責任体制を明確にしな

ければならない。 

３ 公社は、保有する必要がなくなった個人情報を確実に、かつ、速やかに廃棄し、又は消

去しなければならない。 

 (委託に伴う措置等) 

第１０条 公社は、個人情報を取り扱う事務を委託しようとするときは、当該個人情報の保

護に関し必要な措置を講じなければならない。 

２ 公社から個人情報を取り扱う事務の委託を受けたものは、当該事務に係る個人情報の

漏えい、滅失、改ざん及びき損の防止その他個人情報の適切な管理のために必要な措置を

講じなければならない。 

３ 公社から委託を受けた個人情報を取り扱う事務に従事している者又は従事していた者

は、当該事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用

してはならない。 

 (開示の申出) 

第１１条 何人も、公社に対し、法人文書に記録されている自己に関する個人情報の開示の

申出(以下「開示申出」という。)をすることができる。 

２ 未成年者又は成年被後見人(以下「未成年者等」という。)の法定代理人は、本人に代わ

って開示申出をすることができる。 

（開示申出の方法） 

第１２条 開示申出をしようとする者は、公社に対して、次に掲げる事項を記載した個人情

報開示申出書（様式第１号）(以下「開示申出書」という。)を提出しなければならない。 

(1) 開示申出をしようとする者の氏名及び住所 

(2) 開示申出をしようとする個人情報を特定するために必要な事項 
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(3) 開示の方法 

(4) 申出者の本人又はその法定代理人の別 

(5) 法定代理人が開示申出をしようとする場合にあっては、その者と本人との続柄並び

に本人の氏名及び住所 

２ 開示申出をしようとする者は、公社に対して、自己が当該開示申出に係る個人情報の本

人又はその法定代理人であることを証明するために必要な書類で次の各号に掲げるもの

のいずれかを提出し、又は提示しなければならない。 

 (1) 本人であることの確認 

  ア 官公署の発行した免許証、許可証、証明書等であって、本人の顔写真が貼付されて

いるもの 

  イ 健康保険被保険者証、国民年金等の年金証書その他開示申出をしようとする者を

確認するに足りる書類 

 (2) 法定代理人であることの確認 

  ア 当該法定代理人に係る前号に掲げる書類のいずれか 

  イ 戸籍の抄本その他の書類であって、当該法定代理人の資格を証明するもの 

（開示しないことができる個人情報） 

第１３条 公社は、開示申出に係る個人情報が次の各号のいずれかに該当する情報(以下

「不開示情報」という。)であるときは、当該個人情報を開示しないことができる。 

(1) 法令の定めにより、本人に対しても開示することができないとされている個人情報 

(2) 個人の評価、診断、判定、選考、指導、相談等に関する個人情報であって、開示する

ことにより、当該事務又は将来の同種の事務の適正な執行に支障が生ずるおそれがあ

ると認められるもの 

(3) 公社が行う調査、争訟、交渉、監督、検査等に関する個人情報であって、開示するこ

とにより、当該事務又は将来の同種の事務の適正な執行に支障が生ずるおそれがある

と認められるもの 

(4)  開示することにより、人の生命、身体若しくは財産の保護又は行政上の取締り、犯

罪の捜査その他公共の安全及び秩序の維持に支障が生ずるおそれがあると認められる

個人情報 

(5) 公社と国等との間における協議、依頼等により作成し、又は取得した個人情報であっ

て、開示することにより、国等との協力関係又は信頼関係を損なうおそれがあると認め

られるもの 

(6) 開示申出をした者(以下「開示申出者」という。)以外の個人又は法人等に関する情報

を含む個人情報であって、開示することにより、当該開示申出者以外のものの正当な権

利利益を侵害するおそれがあると認められるもの 

(7) 未成年者等の個人情報であって、当該未成年者等の法定代理人に開示することが、当

該未成年者等の利益に反すると認められるもの 
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（個人情報の一部開示） 

第１４条 公社は、開示申出に係る個人情報に、不開示情報とそれ以外の情報とが含まれて

いる場合において、不開示情報に係る部分とそれ以外の部分とを容易に、かつ、開示の趣

旨が損なわれることがない程度に分離できるときは、当該不開示情報に係る部分を除い

て、個人情報を開示しなければならない。 

（存否を明らかにしないことができる個人情報） 

第１５条 開示申出者に対し、当該開示申出に係る個人情報の存否を答えるだけで、不開示

情報を開示することと同様となるときは、公社は、当該個人情報の存否を明らかにしない

で、当該開示申出を拒否することができる。 

（開示申出に対する決定等） 

第１６条 公社は、開示申出書の提出があったときは、当該開示申出書の提出があった日の

翌日から起算して１４日以内に、当該開示申出に係る個人情報を開示する旨又は開示しな

い旨(当該開示申出に係る個人情報が存在しない場合及び前条に規定する開示申出を拒否

する場合を含む。以下同じ。)の決定をしなければならない。 

２ 公社は、前項の決定をしたときは、開示申出者に対し、速やかに書面により当該決定の

内容を通知しなければならない。この通知は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当

該各号に定める書面により行うものとする。 

(1) 個人情報の全部を開示する場合 個人情報開示決定通知書（様式第２号） 

(2) 個人情報の一部を開示する場合 個人情報一部開示決定通知書（様式第３号） 

(3) 個人情報の全部を開示しない場合 個人情報不開示決定通知書（様式第４号） 

(4) 個人情報が存在しない場合 個人情報不存在決定通知書（様式第５号） 

(5) 個人情報の存否を明らかにしないで申出を拒否する場合 個人情報存否回答拒否決

定通知書（様式第６号） 

３ 公社は、第１項の規定により個人情報の全部又は一部を開示しない旨の決定をしたと

きは、前項に規定する書面にその理由を付記しなければならない。この場合において、期

間の経過により当該個人情報の全部又は一部を開示することができるようになることが

明らかであるときは、その旨を当該書面に併せて付記するものとする。 

４ 公社は、やむを得ない理由により第１項に規定する期限までに同項の決定をすること

ができないときは、開示申出書の提出があった日の翌日から起算して４５日を限度とし

て、その期限を延長することができる。この場合において、公社は、速やかに開示申出者

に対し、当該延長の期限及び理由を個人情報開示決定期限延長通知書（様式第７号）によ

り通知しなければならない。 

（開示の実施等） 

第１７条 公社は、前条第１項の規定により個人情報を開示する旨の決定をしたときは、別

表第１で定める方法により個人情報の開示を行うものとする。 

２ 公社は、開示申出に係る個人情報が記録された法人文書を直接開示することにより、当
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該法人文書を汚損し、又は破損するおそれがあるとき、その他相当の理由があるときは、

当該法人文書に代えてその写しにより開示することができる。 

３ 第１２条第２項の規定は、個人情報の開示を受ける者について準用する。 

（簡易開示） 

第１８条 公社が開示することについて明らかに支障がないものとしてあらかじめ定めた

個人情報については、第１２条第１項の規定にかかわらず、口頭その他の方法により開示

申出することができる。 

２ 公社は、前項の規定により口頭その他の方法による開示申出があったときは、開示申出

に係る個人情報を開示する旨又は開示しない旨の決定をしないで、直ちに開示するものと

する。この場合において、開示は、前条第１項の規定にかかわらず、公社が別に定める方

法により行うものとする。 

３ 第１２条第２項の規定は、前２項の規定による開示申出を行う者及び開示を受ける者

について準用する。 

（訂正の申出） 

第１９条 何人も、公社に対し、法人文書に記録されている自己に関する個人情報について

事実に誤りがあると認めるときは、その訂正(追加及び削除を含む。以下同じ。)の申出(以

下「訂正申出」という。)をすることができる。 

２ 第１１条第２項の規定は、訂正申出について準用する。 

 (訂正申出の方法) 

第２０条 訂正申出をしようとする者は、公社に対し、次に掲げる事項を記載した個人情報

訂正申出書（様式第８号） (以下「訂正申出書」という。)を提出しなければならない。 

(1) 訂正申出をしようとする者の氏名及び住所 

(2) 訂正申出をしようとする個人情報を特定するために必要な事項 

(3)  訂正申出の箇所及び訂正の内容 

(4) 申出者の本人又はその法定代理人の別 

(5) 法定代理人が訂正申出をしようとする場合にあっては、その者と本人との続柄並び

に本人の氏名及び住所 

２ 第１２条第２項の規定は、訂正申出をしようとする者について準用する。 

（訂正申出に対する決定等） 

第２１条 公社は、訂正申出書の提出があったときは、必要な調査を行い、当該訂正申出書

の提出があった日の翌日から起算して３０日以内に、当該訂正申出に係る個人情報を訂正

する旨又は訂正しない旨の決定をしなければならない。 

２ 公社は、前項の決定をしたときは、訂正申出をした者(以下「訂正申出者」という。)に

対し、速やかに書面により当該決定の内容を通知しなければならない。この通知は、次の

各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める書面により行うものとする。 

(1) 訂正申出に係る個人情報の全部を訂正する場合 個人情報訂正決定通知書（様式第
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９号） 

(2) 訂正申出に係る個人情報の一部を訂正する場合 個人情報一部訂正決定通知書（様

式第１０号） 

(3) 訂正申出に係る個人情報の全部を訂正しない場合 個人情報非訂正決定通知書（様

式第１１号） 

３ 公社は、第１項の規定により個人情報の全部又は一部を訂正しない旨の決定をしたと

きは、前項に規定する書面にその理由を付記しなければならない。 

４ 公社は、第１項の規定により訂正する旨(一部訂正を含む。)の決定をしたときは、訂正

申出に係る個人情報を訂正した上、訂正申出者に対し、個人情報訂正（一部訂正）通知書

（様式第１２号）によりその旨を通知しなければならない。 

５ 公社は、やむを得ない理由により第１項に規定する期限までに同項の決定をすること

ができないときは、訂正申出書の提出があった日の翌日から起算して６０日を限度とし

て、その期限を延長することができる。この場合において、公社は、速やかに訂正申出者

に対し、当該延長の期限及び理由を個人情報訂正決定期限延長通知書（様式第１３号）に

より通知しなければならない。 

（利用停止の申出） 

第２２条 何人も、公社に対し、法人文書に記録されている自己に関する個人情報が適法に

取り扱われていないと認めるときは、その利用の停止、消去又は外部提供の停止（以下「利

用停止」という。）の申出（以下「利用停止申出」という。）をすることができる。 

２ 第１１条第２項の規定は、利用停止申出について準用する。 

（利用停止申出の方法） 

第２３条 利用停止申出をしようとする者は、公社に対し、次に掲げる事項を記載した申出

書（様式第１４号）(以下「利用停止申出書」という。)を提出しなければならない。 

(1) 利用停止申出をしようとする者の氏名及び住所 

(2) 利用停止申出をしようとする個人情報を特定するために必要な事項 

(3) 利用停止申出の趣旨及び理由 

(4) 申出者の本人又はその法定代理人の別 

(5) 法定代理人が利用停止申出をしようとする場合にあっては、その者と本人との続柄

並びに本人の氏名及び住所 

２ 第１２条第２項の規定は、利用停止申出をしようとする者について準用する。 

（個人情報の利用停止義務） 

第２４条 公社は、利用停止申出があった場合において、当該利用停止申出に理由があると

認めるときは、当該公社における個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な限度

で、当該利用停止申出に係る個人情報の利用停止をしなければならない。ただし、当該個

人情報の利用停止をすることにより、当該個人情報の利用目的に係る事務の性質上、当該

事務の適正な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあると認められるときは、この限りでな



８ 
 

い。 

（利用停止申出に対する決定等） 

第２５条 公社は、利用停止申出書の提出があったときは、必要な調査を行い、当該利用停

止申出書の提出があった日の翌日から起算して３０日以内に、当該利用停止申出に係る個

人情報について、利用停止をする旨又は利用停止をしない旨の決定をしなければならな

い。 

２ 公社は、前項の決定をしたときは、利用停止申出をした者(以下「利用停止申出者」と

いう。)に対し、速やかに書面により当該決定の内容を通知しなければならない。この通

知は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める書面により行うものとす

る。 

(1) 個人情報の全部を利用停止する場合 個人情報利用停止決定通知書（様式第１５号） 

(2) 個人情報の一部を利用停止する場合 個人情報一部利用停止決定通知書（様式第１

６号） 

(3) 個人情報の全部を利用停止しない場合 個人情報利用不停止決定通知書（様式第１

７号） 

３ 公社は、第１項の規定により個人情報の利用停止をしない旨の決定をしたときは、前項

に規定する書面にその理由を付記しなければならない。 

４ 公社は、やむを得ない理由により第１項に規定する期限までに同項の決定をすること

ができないときは、利用停止申出書の提出があった日の翌日から起算して６０日を限度と

して、その期限を延長することができる。この場合において、公社は、速やかに利用停止

申出者に対し、当該延長の期限及び理由を個人情報利用停止決定期限延長通知書（様式第

１８号）により通知しなければならない。 

 (費用の負担) 

第２６条 この規程の規定に基づく申出及び申出に係る手数料は、徴収しない。 

２ 第１７条第１項の規定により写しの交付を受ける者は、当該写しの交付に要する費用

を別表第２のとおり負担しなければならない。 

（苦情の処理） 

第２７条 公社は、公社における個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理に

努めるものとする。 

 (委任) 

第２８条 この規程の施行に関し必要な事項は、代表理事が定める。 

 

附 則 

 この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 
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別表第１（第１７条関係） 

記録媒体の種類 閲覧の方法 交付する文書等の写しの種類 

文書、図面及び写真 当該文書、図面及び写真の閲覧 当該文書、図面及び写真の写し 

フィルム（マイクロフィ

ルムを除く。以下同

じ。）、録音テープ及び録

画テープ 

映写機、再生機器等を使用した通

常の方法による閲覧 

当該フィルム、録音テープ及び録

画テープの複製物 

 

マイクロフィルム 

 

当該マイクロフィルムをリーダ

ープリンターによりプリントア

ウトしたものの閲覧 

当該マイクロフィルムについて

閲覧に供したものの写し 

磁気テープ（録音テープ

及び録画テープを除く。

以下同じ。） 

当該磁気テープから紙に出力し

たものの閲覧 

当該磁気テープについて閲覧に

供したものの写し 

磁気ディスク、光ディス

クその他の電磁的媒体 

当該磁気ディスク、光ディスクそ

の他の電磁的媒体から紙に出力

したものの閲覧 

当該磁気ディスク、光ディスクそ

の他の電磁的媒体について、閲覧

に供したものの写し又はフロッ

ピーディスク、光ディスク若しく

は光磁気ディスクに複製したも

の（○○○が対応できる媒体に限

る。） 
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別表第２（第２６条関係） 

区       分 金     額 

写しの作成に要

する費用 

乾式複写機により写しを作成

する場合（日本工業規格Ａ列

３番以内に限る。） 

白黒 １枚につき    １０円 

カラー １枚につき    ３０円 

フロッピーディスク（２ＨＤ）に複製する場

合 
１枚につき    ６０円 

光ディスク（ＣＤ－Ｒ 650 メガバイト）に

複製する場合 
１枚につき   ２００円 

光磁気ディスク（ＭＯ 640 メガバイト）に

複製する場合 
１枚につき  １，０００円 

契約により写しの作成を委託する場合 当該委託契約で定める額 

その他の方法により作成する場合 当該作成に要する費用の額 

写しの郵送に要する費用 当該郵送料に相当する額 

備考 乾式複写機により写しを作成する場合で，Ａ列３番を超えるものについては、Ａ列３

番による用紙を用いたものとした場合に必要となる枚数に換算して金額を算定するもの

とする。 



１１ 
 

様式第１号 

  年  月  日 

個人情報開示申出書 

 

公益財団法人熊本市上下水道サービス公社理事長 様 

 

住 所 〒                 

                      

申出者  氏 名                   

電話番号    （    ）－       

 

公社個人情報保護規程第１２条の規定により、次のとおり個人情報の開示を申出します。 

開示申出に係る 

個人情報の内容 

※ 対象となる個人

情報を特定するた

め、具体的に記入し

てください。 

 

開示方法の区分 □ 閲 覧（□閲覧 □視聴）  □ 写しの交付（□郵送希望） 

申 出 者 の 区 分 □ 本 人       □ 法定代理人 

法定代理人

が申出する

場 合 

本人との続柄 

□ 未成年者の法定代理人 

（本人の                 ） 

□ 成年被後見人の法定代理人 

 （本人の                 ） 

本 人 の 氏 名  

本人の住所等 
〒 

電話番号    （    ）－        

［処理欄］※次の欄は記入しないでください。 

申出者の確認 
□運転免許証  □旅券  □その他（           ） 

法定代理人の資格確認（                  ） 

該 当 事 務  
受 

付 

印 

 

該 当 文 書  



１２ 
 

様式第２号 

    第     号 

    年  月  日 

 

個人情報開示決定通知書 

 

 様 

 

公益財団法人熊本市上下水道サービス公社 

                    理事長            印   

 

   年  月  日付けで開示申出のあった個人情報については、公社個人情報保護規

程第１６条第１項の規定により、次のとおり開示することと決定しましたので、同条第２

項の規定により通知します。 

開示申出に係る

個人情報の内容 
 

開 示 の 日 時 

               午前 

    年   月   日        時   分 

               午後 

開 示 の 場 所  

開 示 の 方 法 □ 閲 覧（□閲覧 □視聴）  □ 写しの交付 

開 示 の と き に 

必 要 な も の 

 １）本人又は法定代理人であることを明らかにする書類等 

 

 ２）この通知書 

備 考 

 

注 指定の日時にご都合の悪い場合は、あらかじめ所管課までご連絡ください。 



１３ 
 

様式第３号 

    第     号 

    年  月  日 

個人情報一部開示決定通知書 

 

様 

   公益財団法人熊本市上下水道サービス公社 

                    理事長            印   

 

   年  月  日付けで開示申出のあった個人情報については、公社個人情報保護規

程第１６条第１項の規定により、次のとおり一部開示することと決定しましたので、同条

第２項の規定により通知します。 

開示申出に係る個

人 情 報 の 内 容 

 

一部開示とする

理 由 

公社個人情報保護規程第１３条第  号に該当 

（説明） 

※不開示部分の 

 開示が可能とな

る 期 日 

        年    月    日 

開 示 の 日 時 

          午前 

    年   月   日        時   分 

               午後 

開 示 の 場 所  

開 示 の 方 法 □ 閲 覧（□閲覧 □視聴）  □ 写しの交付 

開 示 の と き に 

必 要 な も の 

１） 本人又は法定代理人であることを明らかにする書類等 

２） この通知書 

備 考 
 

注１ 指定の日時にご都合の悪い場合は、事前に電話等で所管課までご連絡ください。 

 ２ ※の欄には、開示しない部分について開示が可能となる期日が明らかである場合に

はその期日を記入してありますので、その部分の開示を希望する場合は、同日以後に

改めて開示申出をしてください。 



１４ 
 

様式第４号 

    第     号 

    年  月  日 

個人情報不開示決定通知書 

 

様 

 

   公益財団法人熊本市上下水道サービス公社 

                    理事長            印   

 

   年  月  日付けで開示申出のあった個人情報については、公社個人情報保護規

程第１６条第１項の規定により、次のとおり開示しないことと決定しましたので、同条第

２項の規定により通知します。 

開示申出に係る 

個人情報の内容 
 

不開示とする 

理 由 

公社個人情報保護規程第１３条第   号に該当 

（説明） 

※開示が可能と

な る 期 日 
         年    月    日 

備 考  

注 ※の欄には、開示が可能となる期日が明らかである場合にはその期日を記入してあり

ますので、その部分の開示を希望する場合は、同日以後に改めて開示申出をしてくださ

い。 



１５ 
 

様式第５号 

    第     号 

    年  月  日 

 

個人情報不存在決定通知書 

 

様 

 

   公益財団法人熊本市上下水道サービス公社 

                    理事長            印   

 

   年  月  日付けで開示申出のあった個人情報については、当該個人情報が存在

しませんでしたので、公社個人情報保護規程第１６条第２項の規定により、通知します。 

開示申出に係る

個人情報の内容 

 

当該個人情報が

存在しない理由 

 

備 考 

 

 



１６ 
 

様式第６号 

    第     号 

    年  月  日 

 

個人情報存否回答拒否決定通知書 

 

様 

 

   公益財団法人熊本市上下水道サービス公社 

                    理事長            印   

 

   年  月  日付けで開示申出のあった個人情報については、公社個人情報保護規

程第１５条の規定により、次のとおり当該個人情報の存否について明らかにしないことと

決定しましたので、同規程第１６条第２項の規定により通知します。 

開示申出に係る

個人情報の内容 

 

個人情報の存否

を 明 ら か に 

で き な い 理 由 

 

備 考 

 



１７ 
 

様式第７号 

    第     号 

    年  月  日 

 

個人情報開示決定期限延長通知書 

 

様 

 

   公益財団法人熊本市上下水道サービス公社 

                    理事長            印   

 

     年  月  日付けで開示申出のあった個人情報については、公社個人情報保

護規程第１６条第４項の規定により、次のとおり開示の決定期限を延長しましたので通知

します。 

開 示 申 出 に 係 る 

個 人 情 報 の 内 容 

 

公社個人情報保護規

程第１７条第１項に

規 定す る決 定期 限 

       年    月    日  まで 

上記の期限内に開示 

等の決定をすること 

が で き な い 理 由 

 

延 長後 の決 定期 限        年    月    日  まで 

備 考 

 

 



１８ 
 

様式第８号 

  年  月  日 

個人情報訂正申出書 

 

公益財団法人熊本市上下水道サービス公社理事長 様 

 

住 所 〒                 

                      

申出者  氏 名                   

電話番号    （    ）－       

公社個人情報保護規程第１９条の規定により、次のとおり個人情報の訂正を申出します。 

訂 正 申 出 に 係 る 

個 人 情 報 の 内 容 

 

訂 正 申 出 の 箇 所 
 

訂 正 の 内 容 

※訂正後の内容を記入
してください。 

 

申 出 者 の 区 分   □ 本 人       □ 法定代理人 

法定代理人

が申出する

場 合 

本人との続柄 

□ 未成年者の法定代理人 

（本人の                 ） 

□ 被成年後見人の法定代理人 

 （本人の                 ） 

本 人 の 氏 名  

本人の住所等 

〒 

 

電話番号    （    ）－                                          

［処理欄］※次の欄は記入しないでください。 

申出者の確認 
□運転免許証   □旅券   □その他（          ） 

法定代理人の資格確認（                   ） 

該 当 事 務  受 

付 

印 

 

該 当 文 書  
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様式第９号 

    第     号 

    年  月  日 

 

個人情報訂正決定通知書 

 

様 

 

   公益財団法人熊本市上下水道サービス公社 

                    理事長            印   

 

   年  月  日付けで訂正申出のあった個人情報については、公社個人情報保護規

程第２１条第１項の規定により、次のとおり訂正することと決定しましたので、同条第２

項の規定により通知します。 

訂正申出に係る

個人情報の内容 

 

訂 正 の 内 容 

 

備 考 

 

 



２０ 
 

様式第１０号 

    第     号 

    年  月  日 

 

個人情報一部訂正決定通知書 

 

様 

 

   公益財団法人熊本市上下水道サービス公社 

                   理事長            印   

 

   年  月  日付けで訂正申出のあった個人情報については、公社個人情報保護規

程第２１条第１項の規定により、次のとおり一部を除いて訂正することを決定しましたの

で、同条第３項の規定により通知します。 

訂正申出に係る

個人情報の内容 

 

訂 正 の 内 容 

 

一部訂正とした

理 由 

 

備 考 

 

 



２１ 
 

様式第１１号 

    第     号 

    年  月  日 

 

個人情報非訂正決定通知書 

 

様 

 

   公益財団法人熊本市上下水道サービス公社 

                    理事長            印   

 

   年  月  日付けで訂正申出のあった個人情報については、公社個人情報保護規

程第２１条第１項の規定により、次のとおり訂正しないことと決定しましたので、同条第

３項の規定により通知します。 

訂正申出に係る

個人情報の内容 

 

訂 正 し な い 

理 由 

 

備 考 

 



２２ 
 

様式第１２号 

    第     号 

    年  月  日 

 

個人情報訂正（一部訂正）通知書 

 

様 

 

   公益財団法人熊本市上下水道サービス公社 

                   理事長            印   

 

   年  月  日付けで訂正申出のあった個人情報については、次のとおり訂正しま

したので、公社個人情報保護規程第２１条第４項の規定により通知します。 

訂正申出に係る

個人情報の内容 

 

訂 正 の 内 容 

 

訂 正 し た 日         年    月    日 

備 考 

 



２３ 
 

様式第１３号 

    第     号 

    年  月  日 

 

個人情報訂正決定期限延長通知書 

 

様 

 

   公益財団法人熊本市上下水道サービス公社 

                   理事長            印   

 

   年  月  日付けで訂正申出のあった個人情報については、公社個人情報保護規

程第２１条第５項の規定により、次のとおり訂正の決定期限を延長しましたので通知しま

す。 

訂 正 申 出 に 係 る 

個 人 情 報 の 内 容 

 

公社個人情報保護規

程第２１条第１項に

規 定す る決 定期 限 

       年    月    日  まで 

上記の期限内に訂正

等の決定をすること

が で き な い 理 由 

 

延 長後 の決 定期 限        年    月    日  まで 

備 考 

 

 



２４ 
 

様式第１４号 

  年  月  日 

個人情報利用停止申出書 

 

公益財団法人熊本市上下水道サービス公社理事長 様 

 

住 所 〒                 

                      

申出者  氏 名                   

電話番号    （    ）－       

公社個人情報保護規程第２３条第１項の規定により、次のとおり個人情報の利用停止申

出を申出します。 

利用停止申出に係る 

個 人 情 報 の 内 容 
 

利 用 停 止 申 出 の 

趣 旨 及 び 理 由 
 

申 出 す る 

利 用 停 止 の 内 容 
□ 利用の停止  □ 消去  □ 外部提供の停止 

申 出 者 の 区 分   □ 本 人       □ 法定代理人 

法 定 代 理 人 

が 申 出 を 

す る 場 合 

本人との続柄 

□ 未成年者の法定代理人 

（本人の                ） 

□ 成年被後見人の法定代理人 

（本人の                ） 

本 人 の 氏 名  

本人の住所等 
〒 

電話番号    （    ）－                                          

［処理欄］※次の欄は記入しないでください。 

申出者の確認 
□運転免許証   □旅券   □その他（         ） 

法定代理人の資格確認（                   ） 

該 当 事 務 

 

受 

付 

印 

 

該 当 文 書  



２５ 
 

様式第１５号 

    第     号 

    年  月  日 

 

個人情報利用停止決定通知書 

 

様 

 

   公益財団法人熊本市上下水道サービス公社 

                   理事長            印   

 

年  月  日付けで利用停止申出のあった個人情報については、公社個人情報保

護規程第２５条第１項の規定により、次のとおり利用停止をすることを決定しましたので、

同条第２項の規定により通知します。 

利 用 停 止 申 出 

に 係 る 

個 人 情 報 の 内 容 

 

利用停止する内容 

 

利用停止の年月日      年     月     日 

備      考 

 

 

 



２６ 
 

様式第１６号 

    第     号 

    年  月  日 

 

個人情報一部利用停止決定通知書 

 

様 

 

   公益財団法人熊本市上下水道サービス公社 

                   理事長            印   

 

年  月  日付けで利用停止申出のあった個人情報については、公社個人情報保

護規程第２５条第１項の規定により、次のとおり一部を除いて利用停止をすることを決定

しましたので、同条第２項の規定により通知します。 

利 用 停 止 申 出 

に 係 る 

個人情報の内容 

 

利
用
停
止
す
る
部
分 

利 用 停 止 

す る 箇 所 

 

利 用 停 止 

す る 内 容 

 

利 用 停 止 

の 年 月 日 
     年     月     日 

利
用
停
止
し
な
い
部
分 

利 用 停 止 

しない箇所 

 

利 用 停 止 

しない理由 

 

備     考  

 



２７ 
 

様式第１７号 

    第     号 

    年  月  日 

 

個人情報利用不停止決定通知書 

 

様 

 

   公益財団法人熊本市上下水道サービス公社 

                   理事長            印   

 

年  月  日付けで利用停止申出のあった個人情報については、公社個人情報保

護規程第２５条第１項の規定により、次のとおり利用停止しないことを決定しましたので、

同条第２項の規定により通知します。 

利 用 停 止 申 出 

に 係 る 

個人情報の内容 

 

利 用 停 止 

し な い 理 由 

 

備     考 

 

 



２８ 
 

様式第１８号 

    第     号 

    年  月  日 

 

個人情報利用停止決定期限延長通知書 

 

様 

 

   公益財団法人熊本市上下水道サービス公社 

                   理事長            印   

 

   年  月  日付けで利用停止申出のあった個人情報については、公社個人情報保

護規程第２５条第４項の規定により、次のとおり利用停止の決定期限を延長しましたので

通知します。 

利用停止申出に係る 

個 人 情 報 の 内 容 

 

公社個人情報保護規

程第２５条第１項に

規 定す る決 定期 限 

       年    月    日  まで 

上記の期限内に利用

停止等の決定をする

ことができない理由 

 

延 長後 の決 定期 限        年    月    日  まで 

備 考 

 

 


